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国立大学法人 群馬大学

 (単位：百万円)

差   額

(決算－予算)

収入

　運営費交付金 11,363     11,595     233        （注1）

　施設整備費補助金 1,006      976        △29       

  補助金等収入 410        632        222        （注2）

　大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 -          -          -          

　自己収入 35,608     36,809     1,201      

　　授業料、入学金及び検定料収入 3,464      3,532      68         （注3）

　　附属病院収入 31,932     33,011     1,079      （注4）

　　財産処分収入 -          -          -          

　　雑収入 212        265        53         （注5）

　産学連携等研究収入及び寄附金収入等 2,421      2,704      283        （注6）

　引当金取崩 217        246        29         

　長期借入金収入 241        161        △79       （注7）

  目的積立金等取崩 -          125        125        （注8）

51,266     53,252     1,986      

支出

　業務費 46,569     46,703     134        

　　教育研究経費 13,695     13,103     △591      （注9）

　　診療経費 32,874     33,600     726        （注10）

　施設整備費 1,247      1,138      △108      （注11）

  補助金等 203        410        207        （注12）

　産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 2,421      2,667      245        （注13）

　長期借入金償還金 826        825        △0        

  大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 -          -          -          

51,266     51,744     478        

-          1,507      1,507      

※各欄と合計欄の数字は、単位未満処理の関係で一致しないことがある。

○予算と決算の差異について

（注1）

（注2）

（注3）

（注4）

（注5）

（注6）

（注7）

（注8）

（注9）

（注10）

（注11）

（注12）

（注13）

○決算額と損益計算書上の計上額との差異について

計
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区　分 予算額 決算額 備   考

計

収入 － 支出

　運営費交付金については、授業料等免除予算等の追加交付、年俸制導入促進費及び教育・研究基盤維持経費に係る特殊
要因運営費交付金の追加交付により、233百万円の増額となっています。

　補助金等収入については、予算段階では予定していなかった国等からの補助金の交付により、222百万円の増額となっ
ています。

　授業料、入学金及び検定料収入については、授業料等免除額が減少し学生納付金収入が増加したことにより、68百万円
の増額となっています。

　附属病院収入については、病床稼働向上の取組による病床稼働率の上昇に加え、手術室の稼働向上等を積極的に実施し
たことにより、1,079百万円の増額となっています。

　雑収入については、予算段階での見込と比較して公開講座の講習料や資金運用による運用益が増加したことにより、53
百万円の増額となっています。

　産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、予算段階では予定していなかった受託研究及び寄附金の獲得等によ
り、283百万円の増額となっています。

　教育研究経費については翌期に渡る事業のための繰越等により、591百万円の減額となっています。

　長期借入金収入については、一部次年度へ繰り越したことにより、79百万円の減額となっています。

　目的積立金等取崩については、当該年度途中に承認され事業計画の変更を行ったため、125百万円の増額となっていま
す。

　産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については、（注7）に示した理由及び翌期に渡る事業の増加等により、245百
万円の増額となっています。

    教育研究経費、診療経費の決算額と損益計算書上の計上額との差の主なものは、人件費に関わる支出であります。

　診療経費については、診療の増加に伴う医薬品費・材料費の増加や診療に係る退職手当所要額の増加等により、726百
万円の増額となっています。

　施設整備費については、（注２）に示した理由により、108百万円の減額となっています。

　補助金等については、（注３）のとおり補助金等収入が増加したことにより、補助金等財源による診療に係る経費等の
支出額が207百万円の増額となっています。なお、補助金等収入には授業料等減免費交付金が201百万円含まれており、本
補助金は授業料等免除に使用しております。


